
議第３３号

　（総　則）

第１条　令和２年度高山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１） 給 水 件 数 ３３，０００ 件

　（２） 年 間 総 給 水 量 １３，２６８，０００ ㎥

　（３） 一 日 平 均 給 水 量 ３６，３５１ ㎥

　（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 費 １，０６２，２５５ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入　

　第１款　水　道　事　業　収　益 ２，１５７，８００ 千円

　　第１項　営　業　収　益 １，８０８，５５０ 千円

　　第２項　営　業　外　収　益 ３４９，２５０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出　

　第１款　水　道　事　業　費　用 １，９７２，９００ 千円

　　第１項　営　業　費　用 １，７９９，１５０ 千円

　　第２項　営　業　外　費　用 １６３，７５０ 千円

　　第３項　予　備　費 １０，０００ 千円

令和２年度　高山市水道事業会計予算



　金２８２，６０９千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資　本　的　収　入 ４２２，２００ 千円

　　第１項　工　事　負　担　金 ２２，２００ 千円

１００，０００ 千円

３００，０００ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第１款　資　本　的　支　出 １，５２１，１００ 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 １，０６２，２５５ 千円

　　第２項　企　業　債　償　還　金 ４５８，８４５ 千円

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１,０９８，９０

　０千円は、当年度分損益勘定留保資金７７１，５５２千円、当年度分消費税資本的収支調整額４４，７３９千円及び減債積立

　　第３項　企　業　債

　　第２項　県　補　助　金

　（継　続　費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 事　業　名 総　　額 年　度 年　割　額

令和２年度 １６０，０００千円

令和３年度 ２５０，０００千円

令和２年度 ７７，０００千円

令和３年度 １３２，０００千円

令和４年度 ６６，０００千円

４１０，０００千円

２７５，０００千円

宮 導 水 路 （ 若 宮 隧
道 ） 耐 震 対 策 事 業

上水道管理システム
デ ー タ 整 備 事 業

1.資本的支出 1.建設改良費



　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）消　費　税

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職　員　給　与　費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、２９，０００千円と定める。

　　　令和２年２月２５日提出

　　　　　　　　　　　　　　　高山市長　　　國　島　　芳　明

１８０，１２７

　（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

原水及び浄水施設費、配水
施設拡張費及び施設改良費

３００，０００千円
普通貸借又は

証 券 発 行

  ４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、借入先と協定し、その条件に
従うものとする。ただし、企業財
政の都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは、繰上
償還又は低利に借換えすることが
できる。

償還の方法



 

 

 

 

 

 

 

水道事業会計予算説明書 
 

  



（単位：千円）

 1. 水道事業収益 2,157,800 [内　消費税額　162,786]

 1. 営業収益 1,808,550 [内　消費税額　162,736]

 1. 給水収益 1,780,000 水道料金

 2. その他営業収益 28,550 給水収益以外の営業収益

 2. 営業外収益 349,250 [内　消費税額　50]

 1. 受取利息及び配当金 2,010 預金等の利息

 2. 長期前受金戻入 173,060 長期前受金の収益化

 3. 雑収益 174,180 水道事業負担金等

令和２年度高山市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 水道事業費用 1,972,900 [内　消費税額　60,411]

 1. 営業費用 1,799,150 [内　消費税額　59,475]

 1. 原水及び浄水費 73,568 原水の取水設備、浄水設備及び計量設備の維持管理に要する費用

 2. 配水及び給水費 169,286 配水管、配水に係る設備、給水設備、量水器の維持管理及び漏水

防止作業に要する費用

 3. 総係費 611,584 料金の調定、収納及び検針その他の事務に要する費用並びに事業

全般に要する費用

 4. 減価償却費 912,791 固定資産の減価償却費

 5. 資産減耗費 31,821 有形固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

 6. その他営業費用 100 材料売却原価等

 2. 営業外費用 163,750 [内　消費税額　27]

 1. 支払利息及び企業債 108,400 企業債利息等

取扱諸費

 2. 消費税 55,000

 3. 雑支出 350 不用品売却原価等

 3. 予備費 10,000 [内　消費税額　909]

 1. 予備費 10,000

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的収入 422,200 [内　消費税額　2,018]

 1. 工事負担金 22,200 [内　消費税額　2,018]

 1. 工事負担金 22,200 建設又は改良工事に対する負担金

 2. 県補助金 100,000

 1. 県補助金 100,000

 3. 企業債 300,000

 1. 企業債 300,000

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的支出 1,521,100 [内　消費税額　84,149]

 1. 建設改良費 1,062,255 [内　消費税額　84,149]

 1. 原水及び浄水施設費 457,707

 2. 配水施設拡張費 52,906

 3. 施設改良費 539,642

 4. 営業設備費 4,000

 5. 有形固定資産購入費 8,000

 2. 企業債償還金 458,845

 1. 企業債償還金 458,845

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

支　　　　　　　　出



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　当年度純利益 137,525

　　減価償却費 912,791

　　固定資産除却費 30,821

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 208

　　長期前受金戻入 △ 173,060

　　受取利息及び配当金 △ 2,010

　　支払利息及び企業債取扱諸費 108,400

　　未収金の増減額（△は増加） 26,397

　　未払金の増減額（△は減少） △ 110,743

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,736

　　小計 932,065

　　利息及び配当金の受取額 2,010

　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 108,400

　業務活動によるキャッシュ・フロー 825,675

令和２年度高山市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）



２．投資活動によるキャッシュ･フロー 千円

　　有形固定資産の取得による支出 △ 978,106

　　工事負担金等による収入 111,091

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 867,015

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 300,000

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 458,845

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 158,845

　資金増減額 △ 200,185

　資金期首残高 2,657,585

　資金期末残高 2,457,400



特別職 一般職

人 （-）人

4 24

（-）　

4 22

（-）　

0 2

110

手 当 の 内 訳

0

△ 828

4,272

比　　　較

千円

22,801 1,484

千円 千円

区    　  分

本   年   度

前   年   度

比    　  較

千円 千円 千円

144 △ 24

22,494 15,964

△ 36 0 307

24

648 1,620 3,255 1,449

3,444 330 988 3,219 1,449

24

本　年　度

住居手当

1,508

16,108

千円

0△ 318 △ 632

時間外勤務
手　　　当

通勤手当

51,234 146,759 32,085 178,844

110 97,976

109 1,283

49,847 180,127

千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円

管理職員特
別勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当扶養手当

95,415

2,561 △ 1,387 1,174

　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

期末手当管理職手当

前　年　度

147,933 32,194

給  　　　　　　与  　　　　　　費
法 定 福 利 費 合     計 備     考

　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数
区　  　　分

１．総　　括

報    酬 給    料 手    当 計



特別職 一般職

人 （-）人

4  22

（-）　

4 22

（-）　

0 0

　給　　与　　費　　明　　細　　書

　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　  　　分
職　員　数 給  　　　　　　与  　　　　　　費

法 定 福 利 費 合     計 備     考
報    酬 給    料 手    当 計

175,070110 94,224 49,242 143,576 31,494

千円

110 95,415 51,234 146,759 32,085 178,844

0 △ 1,191 △ 1,992 △ 3,183 △ 591 △ 3,774

管理職員特
別勤務手当

前   年   度 4,272 648 1,620 3,255 1,449 22,494 15,964 1,508

千円

3,444 330本   年   度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

扶養手当 住居手当

△ 36 0 △ 223 144 △ 24

通勤手当
時間外勤務
手　　　当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

本　年　度

前　年　度

比　　　較

千円 千円 千円 千円

913 3,219 1,449 22,271

比    　  較 △ 828 △ 318 △ 707

千円

16,108 1,484 24

24

　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

手 当 の 内 訳

区    　  分

0



特別職 一般職

人 （-）人

0 2

（-）　

0 0

（-）　

0 2

　給　　与　　費　　明　　細　　書

　イ　会計年度任用職員

区　  　　分
職　員　数 給  　　　　　　与  　　　　　　費

法 定 福 利 費 合     計 備     考
報    酬 給    料 手    当 計

5,0570 3,752 605 4,357 700

千円

0 0 0 0 0 0

0 3,752 605 4,357 700 5,057

前   年   度 0 0

千円

75 530本   年   度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

通勤手当 期末手当

本　年　度

前　年　度

比　　　較

千円 千円 千円 千円

比    　  較 75 530

千円

　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

手 当 の 内 訳

区    　  分



千円 千円 千円

給     料 2,561  1.給与改定に伴う増減分 42 42   給与改定の状況

  　前  年  度   給料の改定率   　 0.08％

 　　　 　　　   給与の改定実施月  　 4月

   

 2.昇給に伴う増加分 595 595

 3.その他の増減分 1,924

△ 1,828

3,752

手     当 △ 1,387  1.制度改正に伴う増減分 1,003 住居手当 △ 16
勤勉手当 414

通勤手当 75

期末手当 530

 2.その他の増減分 △ 2,390 扶養手当 △ 828
住居手当 △ 302
通勤手当 △ 707
時間外勤務手当 △ 36
期末手当 △ 223
勤勉手当 △ 270
寒冷地手当 △ 24

会計年度任用職員の増分

会計年度任用職員採用

職員異動給料差等

２．給料及び手当の増減額の明細

区     分 増 減 額  増  減  事  由  別  内  訳 説        明 備　　　　　　　　考



令和2年4月1日現在

平成31年4月1日現在

（２）　初　任　給 

高　　 　校　 　　卒 150,600

大　 　　学　 　　卒 182,200 182,200

150,600

一 般 会 計 の 制 度
区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額　 （円）

一 般 行 政 職 (円)
備　　　　　　　　考企  業　職 　(円)

平 均 給 与 月 額　 （円）

平 均 年 齢　       （歳）

359,327

389,577

48.68

356,127

379,359

44.32平 均 年 齢　       （歳）

平 均 給 料 月 額　 （円）

平 均 給 与 月 額　 （円）

３．給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

（１）　職員１人当たり給与

区                         分 備              考企 業 職



( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　分 7級

令和2年4月1日現在

平成31年4月1日現在

主  事　補企　　業　　職 部      長 課      長 主      幹

6級 5級 4級

0 0.0 ( － )

　（注）（　）内は、短時間勤務職員に係る職員数及び構成比を外数で表示。

主      査 主      任 主      事

3級 2級 1級 備　　　考

計 22 100.0 ( － )

1級

3級 0 0.0 ( － )

2級 1 4.5 ( － )

4級 17 77.4 ( － )

5級 2 9.1 ( － )

計 22 100.0 ( － )

6級 1 4.5 ( － )

7級 1 4.5 ( － )

1級 1 4.5 ( － )

2級 1 4.5 ( － )

1 4.5 ( － )

3級 1 4.5 ( － )

4級 14 63.8 ( － )

5級 3 13.7 ( － )

6級

（３）　級　別　職　員　数

企　　　　業　　　　職
区　　　　　　　　分

級 職員数 (人) 構成比 (%)

7級 1 4.5 ( － )

備　　　　　　 考



企　業　職 備　　  　　考

22

14

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 1

 4号給(人) 10

 5号給(人) 0

 6号給(人) 2

 7号給(人) 0

 8号給(人) 0

63.6

22

15

 1号給(人) 2

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 10

 5号給(人) 0

 6号給(人) 2

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

68.2

（４）　昇　給　

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

本　　年　  度
号 給 数 別 内 訳

前　　年　  度

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

 　 職    員    数（Ａ）（人）

号 給 数 別 内 訳



区　　  　　分
最高限度

　　　　(月分）

支   給   率　  (%)

支給対象職員数  (人)

－

24.586875 33.27075

－

一般会計の制度 (支給率等) 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職 特 例
措置（2％～45％加算）

－

一 般 会 計 の 制 度
（1.175）

2.250

（1.175）

2.250

　（注）　（　）内は、再任用職員の支給率を表示。

（2.35）

4.50

20年勤続の者
　　　　(月分）

有

25年勤続の者
　　　　(月分）

35年勤続の者
　　　　(月分）

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 その他の加算措置等 備　　　　　考

－－支    給    率    等

（2.35）

4.50
有

前 年 度
（1.175）

2.225

（1.175）

2.225

本 年 度
（1.175）

2.250

（1.175）

2.250

（７）　地域手当

（５）　期末手当・勤勉手当

支  給  期  別  支  給  率 支  給  率  計 職制上の段階、職務の
区　  　　分 備　　　　考

（ 月  分 ） 級等による加算措置6月（月分） 12月（月分）

（2.35）

4.45
有

－ －



区　　  　　分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

支給対象職員の比率 (%) －

（９）　その他の手当

同　　　じ  

代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

同　　　じ

同　　　じ

（８）　特殊勤務手当

区              分 全      職      種 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給料総額に対する比率 (%) －



 単位：千円

企業債
建設改良
積 立 金

当 年 度
損益勘定
留保資金

％

2 160,000 160,000 160,000 160,000 39.0

3 250,000 250,000 250,000 61.0

計 410,000 410,000 160,000 160,000 250,000 100.0

％

2 77,000 77,000 77,000 77,000 28.0

3 132,000 132,000 132,000 48.0

4 66,000 66,000 66,000 24.0

計 275,000 275,000 77,000 77,000 198,000 100.0

継 続 費 の
総 額 に 対
する進捗率

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳

１.資本的
　 支　出

１.建  設
　 改良費

令和２年度
支 払 義 務
発生予定額

令和２年度
末 ま で の
支 払 義 務
発生予定額

令和３年度
以降の支払
義 務 発 生
予 定 額

平成３１年
度末までの
支払義務発
生(見込)額

継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項

全　体　計　画
平成３０年
度末までの
支 払 義 務
発 生 額

事 業 名

宮 導 水 路
（ 若 宮 隧 道 ）
耐 震 対 策 事 業

上 水 道 管 理
システムデータ
整 備 事 業



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,187,971
　　ロ　建物 1,392,783
　　　　減価償却累計額 △ 802,534 590,249
　　ハ　構築物 36,144,404
　　　　減価償却累計額 △ 18,090,915 18,053,489
　　ニ　機械及び装置 6,494,753
　　　　減価償却累計額 △ 4,955,582 1,539,171
　　ホ　車両運搬具 17,175
　　　　減価償却累計額 △ 11,778 5,397
　　ヘ　工具、器具及び備品 67,066
　　　　減価償却累計額 △ 43,079 23,987
　　ト　建設仮勘定 370,600
　　　有形固定資産合計 21,770,864
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 1,049
　　　無形固定資産合計 1,049
　　　固定資産合計 21,771,913
２．流動資産
（１）現金・預金 2,457,400
（２）未収金 206,373
　　　貸倒引当金 △ 3,824 202,549
（３）貯蔵品 4,893
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,665,842
　　　資産合計 24,437,755

令和２年度高山市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和３年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 5,879,549
　　　固定負債合計 5,879,549
４．流動負債
（１）企業債 469,982
（２）未払金 489,469
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 10,712
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 971,163
５．繰延収益
（１）長期前受金 9,250,102
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,746,652
　　　繰延収益合計 4,503,450
　　　負債合計 11,354,162

６．資本金
（１）資本金 10,761,255
　　　資本金合計 10,761,255
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,045,549
　　ロ　建設改良積立金 834,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 420,134
　　　利益剰余金合計 2,299,780
　　　剰余金合計 2,322,338
　　　資本合計 13,083,593
　　　負債資本合計 24,437,755

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



１．営業収益 千円 千円 千円

　（１）給水収益 1,638,889

　（２）その他営業収益 25,157 1,664,046

２．営業費用

　（１）原水及び浄水費 68,759

　（２）配水及び給水費 160,991

　（３）総係費 570,647

　（４）減価償却費 898,364

　（５）資産減耗費 39,954

　（６）その他営業費用 96 1,738,811

　　　営業利益 △ 74,765

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 5,010

　（２）長期前受金戻入 171,690

　（３）雑収益 176,905 353,605

平成３１年度高山市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）



４．営業外費用 千円 千円 千円

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 117,529

　（２）雑支出 328 117,857 235,748

　　　経常利益 160,983

５．特別利益

　（１）その他特別利益 1,101 1,101

６．特別損失

　（１）その他特別損失 1,101 1,101

７．予備費

　（１）予備費 9,175 9,175 △ 9,175

　　　当年度純利益 151,808

　　　前年度未処分利益剰余金 0

　　　その他の未処分利益剰余金変動額 376,926

　　　当年度未処分利益剰余金 528,734



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,187,971
　　ロ　建物 1,392,980
　　　　減価償却累計額 △ 776,150 616,830
　　ハ　構築物 35,849,981
　　　　減価償却累計額 △ 17,634,235 18,215,746
　　ニ　機械及び装置 6,372,368
　　　　減価償却累計額 △ 4,820,193 1,552,175
　　ホ　車両運搬具 17,175
　　　　減価償却累計額 △ 9,785 7,390
　　ヘ　工具、器具及び備品 64,339
　　　　減価償却累計額 △ 41,635 22,704
　　ト　建設仮勘定 133,478
　　　有形固定資産合計 21,736,294
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 1,125
　　　無形固定資産合計 1,125
　　　固定資産合計 21,737,419
２．流動資産
（１）現金・預金 2,657,585
（２）未収金 232,770
　　　貸倒引当金 △ 3,824 228,946
（３）貯蔵品 6,629
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,894,160
　　　資産合計 24,631,579

平成３１年度高山市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和２年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 6,049,531
　　　固定負債合計 6,049,531
４．流動負債
（１）企業債 458,845
（２）未払金 600,212
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 10,504
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 1,070,561
５．繰延収益
（１）長期前受金 9,142,910
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,577,491
　　　繰延収益合計 4,565,419
　　　負債合計 11,685,511

６．資本金
（１）資本金 10,384,329
　　　資本金合計 10,384,329
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,176,350
　　ロ　建設改良積立金 834,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 528,734
　　　利益剰余金合計 2,539,181
　　　剰余金合計 2,561,739
　　　資本合計 12,946,068
　　　負債資本合計 24,631,579

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　　　　

(1) 有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・主な耐用年数

　　建物 １５～５０年

　　構築物 ４０年

　　機械及び装置 １０～１５年

　　車両運搬具 ４～５年

　　工具、器具及び備品 ５～１５年

(2) 無形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・主な耐用年数

　　水利権 ２０年

２　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　　職員の退職手当は、高山市一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与等引当金

　　職員の期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に

　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。



３　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、高山市

　一般会計が負担すると見込まれる額は１,２９６，６７４千円である。

２　引当金の取崩し

(1) 賞与等引当金の取崩し

　　当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金を支出するため、賞与等引当金１０,５０４

　千円を取崩す。



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業収益 2,157,800 2,147,100 10,700 [内　消費税額　162,786]

 1. 営業収益 1,808,550 1,795,990 12,560 [内　消費税額　162,736]

 1. 給水収益 1,780,000 1,770,000 10,000  1. 水道料金 1,780,000

 2. その他営業収益 28,550 25,990 2,560  1. 手数料 2,750 工事検査手数料 1,200

再開栓手数料 1,400

指定工事店手数料 150

 2. 他会計負担金 25,700 水利施設維持管理負担金 10,000

下水道使用料事務負担金 10,600

管理事務費負担金 5,100

 3. 雑収益 100

 2. 営業外収益 349,250 349,910 △660 [内　消費税額　50]

 1. 受取利息及び配当金 2,010 5,010 △3,000  1. 預金利息 2,000

 2. 貸付金利息 10

 2. 長期前受金戻入 173,060 171,690 1,370  1. 長期前受金戻入 173,060

 3. 雑収益 174,180 173,210 970  1. 不用品売却収益 50

 2. その他雑収益 174,130 水道事業負担金等 174,130

特別利益 0 1,200 △1,200

その他特別利益 0 1,200 △1,200

比　　較前　年　度本　年　度目

令和２年度高山市水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

項款 説　　　　　明
節

区 分



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業費用 1,972,900 1,942,100 30,800 [内　消費税額　60,411]

 1. 営業費用 1,799,150 1,783,021 16,129 [内　消費税額　59,475]

 1. 原水及び浄水費 73,568 72,696 872  1. 給料 11,147 企業職　 ３人

 2. 手当 4,390 扶養手当 618

通勤手当 48

時間外勤務手当 375

期末手当 1,801

勤勉手当 1,251

寒冷地手当 177

児童手当 120

 3. 賞与等引当金繰入額 1,836

 4. 報酬 110 水源地域保全審議会委員報酬 ４人

 5. 法定福利費 3,394 共済組合負担金 3,394

 6. 旅費 175 費用弁償 175

 7. 退職給付費 1,673 職員退職手当基金積立負担金 1,673

 11. 備消品費 50 消耗品費 50

 12. 燃料費 340 自動車用燃料費 340

 18. 委託料 1,370 水質検査等委託料 1,370

 19. 手数料 3,350 汚泥処理手数料 3,300

検査手数料 50

 20. 賃借料 1,243 土地借上料 408

自動車借上料 700

電算機器等借上料 135

 21. 修繕費 44,100 機械修繕費 10,000

浄水場等施設修繕費 34,000

自動車修繕費 100

 32. 負担金 380 丹生川ダム施設管理負担金 380

 37. 雑費 10 その他雑費 10

区 分

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明



 2. 配水及び給水費 169,286 163,582 5,704  1. 給料 25,218 企業職　 ６人

 2. 手当 9,244 扶養手当 678

通勤手当 285

時間外勤務手当 941

期末手当 3,924

勤勉手当 2,808

寒冷地手当 368

児童手当 240

 3. 賞与等引当金繰入額 4,051

 5. 法定福利費 7,507 共済組合負担金 7,507

 7. 退職給付費 3,783 職員退職手当基金積立負担金 3,783

 11. 備消品費 900 消耗品費 660

工事用消耗器材費 240

 12. 燃料費 650 自動車用燃料費 650

 15. 印刷製本費 800

 18. 委託料 49,950 量水器取替業務等委託料 49,950

 19. 手数料 100 自動車点検手数料 100

 20. 賃借料 1,473 土地借上料 460

自動車借上料 990

機械器具等借上料 23

 21. 修繕費 63,200 量水器修繕費 25,000

配水管等修繕費 38,000

自動車修繕費 200

 28. 材料費 2,300 工事用材料費 1,300

庫出材料費 1,000

 29. 補償金 100

 37. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 総係費 611,584 608,325 3,259  1. 給料 30,680 企業職 ６人

企業職（会計年度任用職員） ２人

 2. 手当 13,282 扶養手当 1,278

住居手当 330

通勤手当 150

時間外勤務手当 897

管理職手当 1,449

管理職員特別勤務手当 24



金　　額

期末手当 4,841

勤勉手当 3,255

寒冷地手当 458

児童手当 600

 3. 賞与等引当金繰入額 4,825

 5. 法定福利費 9,404 共済組合負担金 8,704

社会保険料等 700

 6. 旅費 200 普通旅費 200

 7. 退職給付費 4,191 職員退職手当基金積立負担金 4,191

 11. 備消品費 1,500 消耗品費 1,500

 15. 印刷製本費 3,600

 16. 通信運搬費 5,500 郵便料 5,500

 18. 委託料 526,930 検針委託料 35,000

電算委託料 2,800

機械器具保守点検等委託料 5,200

給水申請業務委託料 7,000

指定管理業務委託料 476,930

 19. 手数料 4,120 口座振替手数料 4,100

諸手数料 20

 20. 賃借料 3,410 機械器具等借上料 3,410

 29. 補償金 100

 30. 研修費 200

 32. 負担金 339 日本水道協会負担金 324

下切町町内会負担金 15

 33. 保険料 1,997 自動車保険料 186

損害賠償任意保険料 881

火災保険料 553

検針員傷害保険料 377

 35. 貸倒引当金繰入額 1,226

 37. 雑費 80 公租公課費 30

その他雑費 50

説　　　　　明款 項 目
区 分

本　年　度 前　年　度 比　　較
節



 4. 減価償却費 912,791 898,364 14,427  1. 有形固定資産減価償 912,715 建物 26,571

却費 構築物 716,980

機械及び装置 165,727

車両運搬具 1,993

工具、器具及び備品 1,444

 2. 無形固定資産減価償 76 水利権 76

却費

 5. 資産減耗費 31,821 39,954 △8,133  1. 固定資産除却費 30,821 建物 10

構築物 26,365

機械及び装置 4,446

 2. たな卸資産減耗費 1,000

 6. その他営業費用 100 100 0  1. 材料売却原価 50

 2. 雑支出 50

 2. 営業外費用 163,750 147,879 15,871 [内　消費税額　27]

 1. 支払利息及び企業債取 108,400 117,529 △9,129  1. 企業債利息 107,400

扱諸費  2. 借入金利息 1,000

 2. 消費税 55,000 30,000 25,000  1. 消費税 55,000

 3. 雑支出 350 350 0  1. 不用品売却原価 50

 2. その他雑支出 300

 3. 予備費 10,000 10,000 0 [内　消費税額　909]

 1. 予備費 10,000 10,000 0

特別損失 0 1,200 △1,200

その他特別損失 0 1,200 △1,200



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的収入 422,200 527,200 △105,000 [内　消費税額　2,018]

 1. 工事負担金 22,200 97,200 △75,000 [内　消費税額　2,018]

 1. 工事負担金 22,200 97,200 △75,000  1. 工事負担金 22,200 配水管増強工事負担金 15,000

未給水地区解消工事負担金 6,000

消火栓設置負担金 1,200

 2. 県補助金 100,000 130,000 △30,000

 1. 県補助金 100,000 130,000 △30,000  1. 県補助金 100,000

 3. 企業債 300,000 300,000 0

 1. 企業債 300,000 300,000 0  1. 企業債 300,000 上水道事業債 300,000

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 本　年　度 前　年　度



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的支出 1,521,100 1,720,700 △199,600 [内　消費税額　84,149]

 1. 建設改良費 1,062,255 1,265,810 △203,555 [内　消費税額　84,149]

 1. 原水及び浄水施設費 457,707 355,770 101,937  1. 給料 8,885 企業職　 ２人

 2. 手当 4,931 扶養手当 396

通勤手当 214

時間外勤務手当 321

期末手当 2,106

勤勉手当 1,476

寒冷地手当 178

児童手当 240

 5. 法定福利費 3,028 共済組合負担金 3,028

 7. 退職給付費 1,333 職員退職手当基金積立負担金 1,333

 11. 備消品費 100 消耗品費 100

 15. 印刷製本費 200

 18. 委託料 16,000 設計等委託料 16,000

 24. 工事請負費 423,000 取水浄水施設等改良工事費

 29. 補償金 200

 37. 雑費 30 その他雑費 30

 2. 配水施設拡張費 52,906 87,994 △35,088  1. 給料 8,781 企業職　 ２人

 2. 手当 3,950 通勤手当 155

時間外勤務手当 254

期末手当 1,995

勤勉手当 1,458

寒冷地手当 88

 5. 法定福利費 2,842 共済組合負担金 2,842

 7. 退職給付費 1,318 職員退職手当基金積立負担金 1,318

 11. 備消品費 100 消耗品費 100

 12. 燃料費 20 自動車用燃料費 20

 15. 印刷製本費 200

 19. 手数料 55 自動車点検等手数料 55

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



金　　額

 20. 賃借料 280 自動車借上料 280

 21. 修繕費 50 自動車修繕費 50

 24. 工事請負費 35,000 配水管増強工事費

未給水地区解消工事費

 29. 補償金 300

 37. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 施設改良費 539,642 800,546 △260,904  1. 給料 13,265 企業職　 ３人

 2. 手当 6,818 扶養手当 474

通勤手当 136

時間外勤務手当 431

期末手当 3,118

勤勉手当 2,204

寒冷地手当 215

児童手当 240

 5. 法定福利費 4,251 共済組合負担金 4,251

 7. 退職給付費 1,990 職員退職手当基金積立負担金 1,990

 11. 備消品費 100 消耗品費 100

 15. 印刷製本費 200

 18. 委託料 84,400 設計等委託料 84,400

 20. 賃借料 240 機械器具等借上料 240

 24. 工事請負費 428,000 配水管布設替工事費

消火栓改良工事費

 29. 補償金 100

 32. 負担金 248 県設計積算システム負担金 248

 37. 雑費 30 その他雑費 30

 4. 営業設備費 4,000 4,000 0  1. 営業設備費 4,000 庫出量水器 4,000

 5. 有形固定資産購入費 8,000 17,500 △9,500  4. 機械及び装置購入費 5,000 電気設備購入費 5,000

 6. 工具、器具及び備品 3,000 給水器具等購入費 3,000

購入費

 2. 企業債償還金 458,845 454,890 3,955

 1. 企業債償還金 458,845 454,890 3,955  1. 元金償還金 458,845

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度
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